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研究成果の概要（和文）：公開については、裁判所情報の公開は第三者機関の関与が認められた点に進展がある
が、刑事裁判の公開は停滞し、メディアを通じた裁判の公開（裁判のテレビ中継）は改善の余地が大きい。次に
参加に関し、最高裁判事の任命権は憲法上、内閣にあるが、専門的・中立的に構成された任命諮問委員会を導入
することで、最高裁判事の国民審査が実効化することを示した。また、訴訟に当事者として関与しない個人・団
体が意見を表明するアミカスキュリイについて、米・加・独・仏・韓・日を対象としたシンポを開き、憲法裁判
における「参加」の重要性を確認した。その成果は2019年度中に北大法学論集で公開される。

研究成果の概要（英文）：On publication, there has been a slight improvement in disclosure of 
courts’ information with involvement of the disinterested body, but little betterment in 
publication of criminal trials.  There is yet room for improvement in publication of trials by the 
mass media, especially by television broadcast.  On participation, it is demonstrated that popular 
review of appointments to the Supreme Court could be more effective if a neutral advisory committee 
composed of specialists participates in the appointment process of the Supreme Court Justices.  We 
held a symposium on “amicus curiae” in the United States of America, Canada, Germany, France, 
Korea and Japan, and demonstrated that intervention of amicus curiae in constitutional litigations 
is of primal importance.  The contents of the symposium will be published in “THE HOKKAIDO LAW 
REVIEW” in 2019. 

研究分野：憲法学

キーワード： アミカスキュリィ　違憲審査　任期付調査官　最高裁判事国民審査　裁判所情報
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研究成果の学術的意義や社会的意義
最高裁が法律の違憲審査に抑制的であることは良く知られている。その理由の一つが、その民主的基盤の弱さで
ある。そこで、任命諮問委員会が複数の判事候補者を理由を付けて選出し、かりに任命権を持つ内閣がこれらの
候補者と異なる者を任命する場合には任命理由を公表する制度を設ける。このプロセスから国民は判事に関する
情報を得て投票することで（無用の長物と言われる）国民審査は実効化し、最高裁判事の民主的基盤は強化され
る。 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
（1）憲法学にとって違憲審査制は重要なテーマである。法学雑誌の違憲審査制特集を見る
と、「違憲審査の手法」法時 83巻 5号、「憲法最高裁判例を読み直す」論究ジュリ１号、「憲
法解釈と人事」法時 86 巻 8 号とあり、判例の解釈論的検討に重点が置かれている。これは、
最高裁の違憲判決の評価を巡り議論があること、及び、法科大学院教育と判例の密接な関
連から、理由のあることである。ただ一方で、違憲審査制の制度的検討や司法の民主的基
盤に取り組む研究はさほど多くない。そうしたなか、見平典『違憲審査制をめぐるポリテ
ィクス』は、わが国の違憲審査活性化についてアミカスキュリィの導入を検討し、この制
度は当事者の書面のみからでは得られない有用な情報を入手するだけではなく、「多様なア
クター・多様な見解・多様な利害が裁判手続に参加することを可能にすることによって、
裁判手続の民主的正統性を高める機能を果たす」と述べる。 
（2）この点で注目されるのが、退職した最高裁裁判官の回顧録である。泉徳治は、「各裁
判官専属の調査官（任期付き職員）」、及び、韓国憲法裁判所に倣い、憲法問題の専門的な
調査・研究を行う「憲法調査官や憲法研究員」の導入を提言し（『私の最高裁判所論』）、滝
井繁男は、「最高裁の裁判官選任過程の透明さ」は「全く筋道が付いていない」と論じてい
る（「わが国最高裁判所の役割をどう考えるか」）。一方で、このような問題についての研究
者による具体的提言は多いとは言えない。 
（3）「国民に基盤を置いた司法」を標榜する司法制度改革によって、司法は一定の変容を
遂げたが、それは最高裁に及ぶことはなかった。最高裁はハード及びソフトの両面におい
てその創設以来、根本的な改革を経験していない。ここでは、司法と民主主義の理論的関
係のみならず、最高裁の民主的基盤にも視野を広げる必要がある。 
 
２． 研究の目的 
本研究は「公開と参加」をキーワードに、閉ざされた組織と言われる司法のファンダメ
ンタルズについて、その改革を提示することにある。「公開」については、裁判のメディア
公開のほか、裁判・裁判所情報の公開、そして、現在の情報開示の吟味が重要である。「参
加」については、最高裁裁判官の国民審査のほか、裁判所以外の「専門知」（若手研究者・
弁護士等）の参加が検討される。具体的には、最高裁裁判官の選出への「専門知」の参加、
アミカスキュリィ、最高裁調査官への非裁判官の登用等について検討を行う。以上の検討
を通じて、司法の民主的基盤の強化、及び違憲審査制の活性化への道筋が示されよう。そ
の際、裁判事務・司法行政事務を意味する司法過程と民主主義の関係についても考察を深
める。 
 
３． 研究の方法 
 本研究は三段階のプロセスで構成される。まず、第一段階は、裁判の公開・裁判情報の
公開、裁判への様々な参加について日本及び主要国を対象に情報収集を行い、問題の所在
に関する認識の共有を試みる。第二段階では、司法、参加、公開、民主的基盤、及び専門
知に関する原理的考察を進め、多様なテーマを内包する本研究の統合を図る。一方で、個
別テーマの研究を深化させるべく、それぞれについて本研究メンバーとゲストスピーカー
との論争的ワークショップを開催する。第三段階では、以上の研究成果に基づき、司法の
ファンダメンタルズの改革を図るべく具体的提言を行う。最後に、本研究会メンバーによ
るアミカスキュリィについてのシンポジウムを開催し、その研究成果を公開する。 
 
４． 研究成果 
（1）本研究は、公開と参加をキーワードに、司法、とりわけ最高裁の改革をハードだけで
はなくソフトの観点からも検討しようとする。最高裁の機構改革や憲法裁判所はハードの
問題だが、本研究は、一定程度の組織改革により対応可能な試みを積み重ねることで司法
（なかでも、最高裁）のファンダメンタルズの改革を意図するものである。 
（2）本研究の柱の一つが公開である。司法に関しては、おおよそ、ⅰ司法の情報公開、ⅱ
おもに国民が裁判にアクセスを試みるものしての裁判の公開（憲法 82条・37 条）、そして、
ⅲメディアを通じた裁判の公開に分けることができる。 
 ⅰについて、村上裕章（研究分担者）は、「裁判所における情報公開は、憲法上の国民主
権によって要請されている」としたうえで、「裁判の公開については､『裁判の公正』とい
う固有の意義があるが、司法行政文書の公開については、一般の情報公開と同様に考える
ことができる」とする。そして、「現行制度（新要綱）については、第三者機関の関与が認
められた点は大きな進歩であるが、その根拠、適用範囲、救済手続等になお改善の余地が
ある」と結んでいる。 
 ⅱについて、笹田栄司（研究代表者）は、証人尋問が傍聴人に聞こえないとされた事件
や刑事確定訴訟記録法の閲覧不許可事件を踏まえて、裁判公開の原則の適用を制限するた
めに制定された法律、あるいは裁判の公開を実効化するため制定された法律の適用が問題
になる場合、「裁判実務には『導きの糸』が必要であって、憲法 82条から『権利』を導出
することが最も明快である」と主張する。裁判実務が「このような「権利」の導出は訴訟
の増加を招き、裁判の停滞を招くとの危惧から『権利』に踏み込まないのならば、次善の



策として憲法 82 条の示す憲法上の価値を取り入れた解釈を明示することで、下級審を導く
判例を創出すべき」とする。 
 ⅲについて、鈴木秀美（研究分担者）は、ドイツにおける裁判テレビ中継について、2017
年に裁判所構成法 169条が改正され、同法 169条 2文による「開廷中の法廷テレビカメラ
取材の全面禁止」が限定的とはいえ緩和されたことを分析する。そして、テレビカメラ取
材についてのわが国の厳しい制限に触れ、「日本でも、前例にとらわれず、事件の社会的な
意義や世間の注目度、さらには訴訟関係者、とりわけ被告人の社会的地位やその影響力等
を考慮して、何らかの規制緩和をすることができないか」と問題を投げかけている。 
（3）参加については、最高裁の憲審査権の行使が重要な点である。ドイツにおいては、
司法行政権が認められているのは連邦及び州の憲法裁判所のみである。ドイツ連邦憲法裁
判所長官を務めたパピアは、「憲法機関としての連邦憲法裁判所の特別の地位」、及び「連
邦議会と参議院による裁判官の選出」を理由に、憲法裁判所が例外的に司法行政権を持つ
と述べている。これは、おおよそ最高裁にも妥当する。違憲審査制を担う、潜在的に高度
の政治性を持つ裁判所には、防御壁としての司法行政組織が必要である。反面、政治から
の組織防衛のため、内部統制、即ち、裁判官に対する統制を強化することもある。 
一つの小法廷で年間 3200 件あまり処理している最高裁裁判官の現状からは、裁判官会
議が司法行政を担うことは困難であろう。しかし、長官ー事務総局による司法行政をコン
トロールする可能性があるのは裁判官会議しかない。ここでは最高裁の機構改革による負
担軽減が不可欠と考えるが、それを踏まえたうえで裁判官の選出方法に目を向けたい。 
最高裁の違憲審査機能が高まるこということは、最高裁が政治の領域にいっそう踏み込
むことを意味する。そうした場合、政府が裁判官の選出に強い関心を抱くことが予想され
る。「それも、民主政の下では、ある程度やむを得ないことであるが、時の政府の恣意を抑
制しつつ、候補者を広く求めるため、任命諮問委員会の設置が必要」と泉徳治元最高裁裁
判官は述べている。 
そこで、内閣に任命権があることから、専門性・中立性の観点から組織された諮問委員
会が推薦理由を付して複数の候補者を選出し、内閣はこの意見を尊重するという仕組みが
考えられる（プロセスの透明性が重要）。諮問委員会が複数の候補者を理由を付して内閣に
推薦したとしても、内閣がそれに拘束されることなく他の者を最高裁裁判官に任命するこ
とが許されるのであれば、違憲とまでは言えないだろう。その際、内閣が諮問委員会の推
薦した者と異なる者を任命する場合は、その理由を公表するという仕組みは憲法上許され
るだろうか。これは内閣の任命責任の一端としてありうるところで、任命権を制約するも
のではない。そして、この選定プロセスを最終的に判断するのが国民である以上、司法部
の民主的正統性が弱まることはなく、反対に最高裁裁判官の民主的正統性は高まるのでは
ないか。こういう形で、最高裁裁判官及びその候補者に関する情報が国民に提供されるの
であれば、国民審査において、国民は現在のやり方よりも適切な判断をすることができよ
う。この一連のプロセスが判断のための資料を国民に提供するのである。 
 「参加」については、若手法曹や研究者からの任期付最高裁調査官の登用も重要である。
泉徳治は、「専属調査官には、裁判所のキャリアシステムの系列に入らない、任期付き公務
員を充てるべき」と主張している。わが国の調査官制度は、違憲審査の最終審及び上告審
という最高裁の二重の役割ゆえに「きわめて特異な調査官制度」（三ヶ月章）とならざるを
えなかった。また、最高裁事務総局主導による下級裁判所裁判官人事の一環として最高裁
調査官は位置づけられる。これに対し、例えば、アメリカ連邦最高裁のロークラークは若
手法律家であり、その任期は「多くの場合、一開廷期」、また、ドイツは、「3年から 4年
の期限付きで連邦憲法裁判所に勤務しており、任期終了後は、元のポストに戻る」。わが国
において、任期付き公務員としての最高裁調査官は若手の弁護士や研究者にとり魅力的な
選択肢だろう。最高裁にとっても任期付き公務員は予算の面からも大きな重荷にはならな
いと思われる。政治からのバックラッシュに対しても、「各裁判官専属調査官」及びその経
験者達は「楯」として一定の意味は持ちうるのではないか。 
（4）「参加」に関する本研究の重要な成果が憲法裁判におけるアミカスキュリィである。
それは、訴訟に関与していない第三者（個人・団体・公的機関）が、文書あるいは口頭で
訴訟における問題に対しその見解を表明することを言う。研究期間最終年度に開催した、
米・加・仏・独・韓・日を検討対象としたシンポジウムでは、憲法裁判においてアミカス
キュリィの持つ意義が報告者から指摘されている。   
 カナダについて、佐々木雅寿（分担研究者）は、「具体的で付随的な違憲審査を念頭にお
いた対審的手続に基づく違憲審査に、ⅰ憲法問題がもつ公益的要素を裁判所が適切に考慮
するための法務総裁（Attorney General）の訴訟参加（Intervention）手続、ⅱ憲法問題
がもつ広い影響力をふまえて、多くの利害関係者の権利利益を裁判所がより適切に考慮す
るための私人の訴訟参加手続、ⅲ以上の要請をふまえつつ、憲法問題の早期解決を目指す
照会制度（Reference）における参加手続等、違憲審査に関する特別な参加手続が発展し
ている」と述べている。 
 ドイツの訴訟法においてアミカスキュリイが認められているのは、連邦憲法裁判所にお
ける「専門知識を持つ第三者の見解表明」のみであり、連邦憲法裁判所法 27a条に根拠付
けられる。立法事実を対象とする憲法訴訟において、連邦憲法裁判所法 27a条に基づく専



門知識のある第三者の活用は、「さまざまな社会的勢力が参加するフォーラム」を設定し、
そこでの「第三者」の見解から法的に重要な事柄を濾過するという課題に憲法裁判所は直
面する。このような手法に対し、憲法裁判所による評価は判決理由中に現れず、学説など
による再検討の対象とされない点、そして司法形式の欠如等の批判もありうるが、「連邦憲
法裁判所がその判決を連邦憲法裁判所法 27a条による第三者の関与によって、できうる限
り広範な情報の根拠に基づき、さらに、第三者の手元に在る専門知識にも支えを見いだし
たということは、総体として歓迎すべき」との評価も多い。 
カナダについて注目すべきは、「裁判所によって判断される憲法問題には、単に、二当事
者の私的利害の対立という性格のみならず、公的性格を帯びた多中心的問題も多く含まれ
ている」点である。この点はドイツも似ており、「専門知識を持つ第三者の見解表明」は「多
元的な憲法訴訟の特性に対応する」と考えられている。また、フランスについて報告した
山元一（研究分担者）も、「第三者の訴訟参加は，適切な憲法判断を行うための情報提供の
機会として重要であると同時に，現代社会の変化が，結社や集団を権利や自由の促進やそ
の裁判的救済のための主要なアクターとして重視する方向に向かっていることと対応して
いる」とする Anna-Maria Lecis Cocco Ortuの見解を引いている。 
本研究から、憲法裁判所制を採るフランスやドイツのみならず付随的違憲審査制を採る
カナダ、アメリカにおいても、現代の憲法裁判においてアミカスキュリィが持つ意義の一
端は明らかになったと思われる。日本について、宍戸常寿（分担研究者）が、アミカスキ
ュリイをめぐる議論を紹介し、さらに、法務大臣の意見陳述（法務大臣権限法 4条）を検
討している。興味深いのは、知財高裁において行われた意見募集であろう。「判決では意見
募集について意見の概要を明示、貴重かつ有益な資料と総括」している。宍戸報告は、「日
本における憲法裁判とアミカスキュリイ」を最後に取り上げ、「付随的違憲審査制の建前か
らすれば、民事・行政裁判制度の一般的制度としてアミカスを検討する（その中で憲法裁
判の特殊性を考慮することになる）」と述べている。 
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